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議案第１号 

令和７年度大和市一般会計補正予算（第９号） 

 令和７年度大和市一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８８６，３５１千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ９７，３５１，１９９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

令和８年１月２６日提出 

大和市長 古谷田 力 
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第　 　

,113

歳

2 国庫補助金 4,6

　

23,009 876,

出

781 5,499,7

　

90

2

予

1 繰越金 1,250,

　

520 9,570 1,

算

260,090

　

1 繰越金 1,

補

250,520 9,5

１ 　

70 1,260,09

正

0

歳　　　入　　　合　　　

歳

計 96,464,84

　

8 886,351 97

入

,351,199

歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 金　　額

　

2 総務費 9,733,029 777,928 10,510,957

1 総務

（

管理費 7,129,3

単

31 777,928 7

位

,907,259

：

3 民生費 5

千

1,043,629 1

円

08,423 51,1

表

）

52,052

款

3 生活保護費 7

項

,428,795 10

補

8,423 7,537

正

,218

前の額 補　

　

正　額 金　　額

（一

歳　　　出　　

般

　合　　　計 96,4

　

会

64,848 886,

計

351 97,351,

）

199

歳

16 国庫支出金 23,

　

599,332 876

入

,781 24,476
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第２表 繰越明許費補正 
追 加                                                （単位：千円） 

款 項 事   業   名 金  額 

2 総務費 1 総務管理費 市庁舎施設大規模改修事業 9,570 

2 総務費 1 総務管理費 物価高騰対策給付金給付事業 768,358 

3 民生費 3 生活保護費 生活保護事業 91,704 
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歳 正

781 24,476,

 

113

21 繰越金 1

予

,250,520 9,

 

570 1,260,0

算

90

歳　入　合　計

 

96,464,848

事

886,351 97,

 

351,199

　(歳

項

　出)

 入 別 明 細 書

（単位：千円）

款 補正

1

前の額 補　正　額 計
補

　

　正　額　の　財　源

総

　内　訳

特　　定　　

 

　

財　　源 一 般 財 

括

源

2総務費 国県支出金

　

768,358

9,7

(

33,029 777,

歳

928 10,510,

　

957 地　方　債 0 9

入

,570

そ　の　他 0

)

3民生費 国県支出金 108,423

51,043,629 108,

歳

423 51,152,052 地　方　債 0 0

そ　の　他 0

国県支出金 876,781

歳出合計 96,464,848 886,351 97,351,199 地

（

　方　債 0 9,570

単

そ　の　他 0

位

 

：千円）

款 補　正　前

出

　の　額 補　　正　　

 

額 計

（一般会計）

1

補

6 国庫支出金 23,5

 

99,332 876,
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－9－



２.

476,113

款 (16)国庫支出金

項 ( 2 )国庫補助金

2 国庫補助金 4,623,009 876,781 5,499,790

2 民生費国庫補助金 1,929,045 108,423 2,037,468

歳

3 生活保護費補助金 108,423 01 生活困窮者就労準備支援

（

事業費等補助金 108

単

,423

9 物

位

価高騰対応重点支援地

：

方創生臨時交付金 1,

千

100,612 768

円

,358 1,868,

）

970 1 物価高騰対応

　

款

重点支 768,358

　

03 物価高騰対策給

　

付金給付事業補助金 7

　

68,358

援地

項

方創生臨時交付

金

　

21 繰越金 1,2

　

50,520 9,57

　

0 1,260,090

目

1 繰越金 1,2

補

50,520 9,57

入

正

0 1,260,090

前

1 繰越金 1,

の

250,520 9,5

額

70 1,260,09

補

0 1 前年度繰越金 9,

　

570 01 前年度繰

正

越金 9,570

　額 計
節

説　　　　　明
区　　　分 金　　額

（一般会計）

16 国庫支出金 23,599,332 876,781 24,
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３.

金

,537,218 10

地

8,423

 

2 扶助

方

費 7,059,463

 

108,423 7,1

債

67,886 108,

そ

423 12 委託料 10

 

8,423 01 生活

の

保護事業 108,42

 

3  

他

(1) 生活保護事業 (

（

生活援護課) 生活

一

保護基準改定による基

般

準額引き下げを違法と

会

した最高裁判決を受け

計

、新たな基

）

7,05

（

9,463 108,4

単

23 7,167,88

位

6 108,423 12

：

委託料 108,423

千

準額で遡及適用した差

円

額を追加支給するため

）

、保護費等に先行して一部事務費を計

上します。

国庫補助金

108,423

2 総務費 9,733,029 777,928 10,510,957 768,358 9,570

款 ( 2 )総務費

項 ( 1 )総務管理費

歳

1 総務管理費 7,129,331 777,928 7,907,259 768,358 9,570

7 財産管理費 641,3

補

71 9,570 650

　

,941 9,570 1

正

4 工事請負費 9,57

　

　

0 06 市庁舎施設大

額

規模改修事業 9,57

　

0  

の

(6) 市庁舎施設大規

　

模改修事業 (管財課)

財

本庁舎にある蓄電

　

池の劣化により、非常

源

用発電機への切替えに

　

支障が生じたため、

内

出

　

20,391 9,57

訳

0 29,961 9,5

節

70 14 工事請負費 9

款

,570 蓄電池設備の

　

改修を行います。

項　

18 物価高騰対策給付

目

0 768,358 76

（

8,358 768,3

事

58 1 報酬 2,037

業

01 物価高騰対策給

）

付金給付事業 768,

補

358  

正

金給付費

前

3 職員手当等 508

の額

10 需用費 200

補

1

 

1 役務費 33,765

正 

12 委託料 115,

額

698

計

18 負担金、

特

補助及び 616,15

　

0

　

交付金

定

(1) 物価高騰対策

　

給付金給付事業 (物価

　

高騰対策給付金担当)

財

市民に給付金を給

　

付し、食料品等の価格

　

高騰による影響を受け

源

る生活・暮らしを支

一般

0 768,358 76

財

8,358 768,3

源

58 1 報酬 2,037

区

援します。

　

3 職員

　

手当等 508

　

10

分

需用費 200国庫補助

金

金

　

11 役務費 33

　

,765768,35

額

8

説

12 委託料 11

　

5,698

　

18 負

　

担金、補助及び 616

　

,150

　

交付金

　

3 民

　

生費 51,043,6

　

29 108,423 5

明

1,152,052 1

国

08,423

県

3 生活

支

保護費 7,428,7

出

95 108,423 7
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給与費明細書

２　一 般 職

　(1) 総　括 （単位：千円）

報　酬 給　料 職員手当 計

(1,670)

1,377 1,538,339 5,534,885 5,048,185 12,121,409 2,301,733 14,423,142

(1,671)

1,377 1,540,376 5,534,885 5,048,693 12,123,954 2,301,733 14,425,687

(1)

2,037 508 2,545 2,545

　※　（　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

区　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 管理職手当 時間外勤務手当

補正前 148,230 695,791 101,099 106,840 115,044 566,454

補正後 148,230 695,791 101,099 106,840 115,044 566,454

比　較

区　　分 特殊勤務手当 期末手当 勤勉手当 児童手当 退職手当
管理職員特別
勤務手当

補正前 19,610 1,573,088 1,292,294 103,080 326,155 500

補正後 19,610 1,573,355 1,292,535 103,080 326,155 500

比　較 267 241

職員数
（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　計

補正前

補正後

比 較

職員手当
の 内 訳

職員手当
の 内 訳

区　　分
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イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報　酬 給　料 職員手当 計

(1,595)

1,538,339 389,278 1,927,617 257,958 2,185,575

(1,596)

1,540,376 389,786 1,930,162 257,958 2,188,120

(1)

2,037 508 2,545 2,545

　※　（　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

区　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 管理職手当 時間外勤務手当

補正前

補正後

比　較

区　　分 特殊勤務手当 期末手当 勤勉手当 児童手当 退職手当
管理職員特別
勤務手当

補正前 210,822 178,456

補正後 211,089 178,697

比　較 267 241

補正後

比 較

職員手当
の 内 訳

職員手当
の 内 訳

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　計

補正前
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